
議第２２号

第１条　令和６年度下呂市立金山病院事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

　

　

　

　

第３条　予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科　　　目）

第１款　病院事業収益

第１項

第２項

（３） １日平均患者数

（２） 年 間 患 者 数

医 業 収 益 1,238,120 千円 △ 274,065 千円

医 業 外 収 益 266,192

令和６年度下呂市立金山病院事業会計補正予算（第２号）

収　　　　　入

1,481,455

（既決予定額） （補正予定額） （計）

千円千円 千円1,504,312 △ 22,857

千円964,055

517,400千円 251,208 千円千円

　 　

（計）

人

16,425入　　院

外　　来

　 　 　 　

24,455 人 △ 8,030 人

　 　 　

人

36,450 人 △ 3,645 人 32,805

　

入　　院 67 人 △ 22 人 45 人

　 　

人

第２条　令和６年度下呂市立金山病院事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務の予定量を次のとおり補正する。

（既決予定数） （補正予定数）

外　　来 150 人 △ 15 人 135

-
 
2
3
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-



（科　　　目）

第１款　病院事業費用

第１項

第２項

第４条　予算第７条に定めた経費の金額を次のように改める。

（科　　　目）

下　呂　市　長　　　　山　内　　登

医 業 外 費 用 21,454

1,460,676 千円△ 23,585 千円

千円 87 千円 21,541 千円

令和７年２月２５日提出

医 業 費 用 1,484,261 千円

813,419 千円

（既決予定額） （補正予定額） （計）

1,508,715 千円

△ 14,089 千円 799,330

（既決予定額） （補正予定額） （計）

支　　　　　出

　　（１） 職員給与費

千円

千円

△ 23,498 千円 1,485,217

-
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3
8
 
-



　

（単位：千円）

備　　       　　考

1 病 院 事 業

収 益

1 医 業 収 益 1,238,120 △ 274,065 964,055

1 入 院 収 益 666,490 △ 237,615 428,875 　

2 外 来 収 益 462,915 △ 36,450 426,465

2 医 業 外 収 益 266,192 251,208 517,400

3 補 助 金 0 1,208 1,208 岐阜県医療機関等物価高騰対策支援金

4 負 担 金 交 付 金 208,659 250,000 458,659 一般会計補助金　不採算地区経費

（単位：千円）

備　　      　　考

1 病 院 事 業
費 用

1 医 業 費 用 1,484,261 △ 23,585 1,460,676

1 給 与 費 857,151 △ 14,089 843,062 給料

2 材 料 費 180,364 △ 11,056 169,308 診療材料費

3 経 費 348,635 1,560 350,195 光熱水費

2 医 業 外 費 用 21,454 87 21,541

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

11,073 87 11,160 企業債利息

△ 22,857 1,481,455

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

令和６年度　下呂市立金山病院事業会計補正予算実施計画

款 項 目 既決予定額

収益的収入及び支出

1,508,715 △ 23,498 1,485,217

  支　　             　　出

収　　   　　　　　　　　入

補正予定額 計

1,504,312
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（
単
位
：
千
円
）

Ⅰ
　
業
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
：

 　
　

　
　

当
年

度
純

利
益

△
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1
4
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費

9
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8
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5
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5
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当
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増
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9
2
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△
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△
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2
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額
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1
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△
 1
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1
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収
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△
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9
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△
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2
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△
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よ
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Ⅳ
　
資
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(又
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）

△
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4
3
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資
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期
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5
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0
0

Ⅵ
　
資
金
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7

令
和
６
年
度
　
下
呂
市
立
金
山
病
院
事
業
予
定
キ
ャ
ッ
シ
ュ
･
フ
ロ
ー
計
算
書

（
令
和
６
年
４
月
１
日
か
ら
令
和
７
年
３
月
3
1
日
ま
で
）

-
 
2
4
0
 
-



１．一　般　職

　ア　常時勤務を要する職員（会計年度任用職員以外の一般職）

　（１）総　　括

区 分 報　　酬 給　　料 職員手当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

74 0 282,540 224,708 507,248 94,036 7,589 608,873

78 0 296,629 224,708 521,337 94,036 7,589 622,962

-4 0 -14,089 0 -14,089 0 0 -14,089

　

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

※賞与引当金の目的使用による取崩について
　　当事業年度において、夏季分の期末手当・勤勉手当を支給するため、賞与引当金37,152千円を取り崩す。

給 与 費

補 正 後

補 正 前

比 較

職 員 数
法定福利費
引　当　金
繰　入　額

備    考合　　　計法定福利費

時 間 外 管理職員

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務 単身赴任 及 び 休 夜間勤務 特別勤務 宿 日 直 管 理 職 期末手当 勤勉手当 賞　与 初任給 児童手当

区　　分 手　　当 手　　当 日 勤 務 手　　当 手　　当 手    当 手    当 引当金 調整手当

職員手当 手    当 繰入額

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

5,460 2,829 9,229 31,196 0 17,460 7,932 1,568 6,350 13,284 39,821 35,044 37,775 14,840 1,920

の 内 訳

5,460 2,829 9,229 31,196 0 17,460 7,932 1,568 6,350 13,284 39,821 35,044 37,775 14,840 1,920

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

補 正 前

比 較

補 正 後
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額
（千円） （千円）

給 料 -14,089 給与改定に伴う増減分 6,881 給与改定の状況 6,881 千円

-14089

実施時期

その他の増減分 -20,970 異動等による増減 -20,970 千円

医療職

1.030

R6.4.1

実　質
改定率

1.016

区 分
増 減 事 由 別 内 訳

説 明 備 考

区　分 行政職

-
 
2
4
2
 
-
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担
し

て
お

り
、

積
立

金
の

不
足
等

に
応

じ
て

発
生

す
る

追
加
的

な
費

用
負

担
（

収
支
差

額
の

調
整
の

た
め
に

支
払

う
負

担
金
、
組

合
脱

退
時
の

清
算

金
等
を

含
む

）
を

す
べ

て
一

般
会
計

が
負

担
す

る
こ

と
と

し
て

い
る
た

め
、

退
職

給
付

引
当

金
は
計

上
し

て
い

な
い

。
 

-
 
2
4
5
 
-



ハ
. 賞

与
引

当
金

 

職
員

の
期

末
手

当
・
勤
勉

手
当
の

支
給

に
備
え

る
た

め
、
当
事

業
年

度
末
に

お
け
る

支
給

見
込

額
に

基
づ
き

、
当

事
業

年
度

の
負

担
に
属

す
る

額
を

計
上

し
て

い
る
。

 

 

ニ
.  法

定
福

利
費

引
当

金
 

職
員

の
期

末
手

当
・
勤
勉

手
当
に

か
か

る
法
定

福
利

費
の

支
出

に
備

え
る
た

め
、
当

事
業

年
度

末
に

お
け
る

支
給

見
込

額
に

基
づ

き
、
当

事
業
年

度
の
負

担
に

属
す
る

額
を

計
上

し
て

い
る

。
 

（
４

）
消

費
税
等

の
会

計
処

理
 

 
消

費
税

及
び
地

方
消

費
税

の
会

計
処

理
は
税

抜
処

理
と

し
て

い
る

。
な
お

、
控

除
対

象
外

消
費

税
等

に
つ

い
て
は
、
当

事
業

年
度

の
費

用
と
し

て
処

理
し

て
い

る
。
た
だ

し
、
固
定

資
産
に

係
る

控
除

対
象

外
消
費

税
等

に
つ

い
て

は
、

長
期
前

払
消

費
税

勘
定

に
計

上
し
、
2
0
年
間

で
均
等

償

却
を

行
っ

て
い
る

。
 

 

Ⅱ
.
予

定
貸
借

対
照

表
等
に

関
す
る

注
記

 

（
１

）
 企

業
債
の

償
還
に

係
る

他
会

計
の

負
担

 

 
貸

借
対

照
表
に

計
上

さ
れ

て
い

る
企

業
債
（
１

年
内
に

償
還

予
定
の

も
の

も
含

む
）
の
う
ち
、

他
会

計
が

負
担
す

る
と

見
込

ま
れ

る
額

は
、
5
6
1
,
3
3
6
千

円
で

あ
る

。
 

 

Ⅲ
.
セ

グ
メ
ン

ト
情

報
に
関

す
る
注

記
 

（
１

）
 報

告
セ
グ

メ
ン
ト

の
概

要
 

病
院

事
業

の
み

を
運
営

し
て

お
り

、
報

告
セ

グ
メ
ン

ト
が

１
つ
の
た

め
、
記

載
を

省
略

し
て

い

る
。

 

 

Ⅳ
.
そ

の
他
の

注
記

 

（
１

）
賞

与
引
当

金
お

よ
び

法
定

福
利

費
引

当
金
の
目

的
使
用

に
よ

る
取
崩

に
つ

い
て

 

当
年

度
に

お
い
て

、
夏

季
分

の
期

末
手

当
及
び

勤
勉

手
当

と
し

て
6
1
,
1
9
3
千

円
を
支

給
す
る

た
め

、
賞
与

引
当

金
4
2
,
9
9
7
千
円

を
取

り
崩
す

。
ま
た

、
夏
季

分
の

期
末
手

当
及

び
勤

勉
手

当
の

支
給

に
伴

う
法
定

福
利

費
1
1
,
1
9
7
千

円
を
支
給

す
る
た

め
、
法

定
福

利
費

引
当
金

8
,
1
3
1
千
円

を

取
り

崩
す

。
 

 

-
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収　　入

節 金　　額

１．病院事業収益 1,504,312 △ 22,857 1,481,455

( 7,184) ( 0) (7,184)
１．医業収益 1,238,120 △ 274,065 964,055

( 6,584) ( 0) (6,584)
１．入院収益 666,490 △ 237,615 428,875 入院収益 △ 237,615   149,285 減

( 0) ( 0) ( 0) 88,330 減

　 　

２．外来収益 462,915 △ 36,450 426,465 外来収益 △ 36,450 36,450 減

( 0) ( 0) ( 0)

２．医業外収益 266,192 251,208 517,400
( 600) ( 0) (600)

３．補助金 0 1,208 1,208 県補助金 1,208
( 0) ( 0) ( 0) 　      1,208 増

４．負担金交付金 208,659 250,000 458,659 負担金交付金 250,000
( 0) ( 0) ( 0) 　   250,000 増

岐阜県医療機関等物価高騰対策支援事業

一般病棟入院料　　

療養病棟入院料

一般会計補助金　不採算地区経費

（　　　）内は仮受消費税

外来診療料

令和６年度　下呂市立金山病院事業会計補正予算実施計画明細書

収　益　的　収　入　及　び　支　出

（単位：千円）

款 項 目
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記
計既決予算額 補正予定額
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支　　出 （単位：千円）

節 金　　額

１．病院事業費用 1,508,715 △ 23,498 1,485,217

( 44,682) (△ 863) ( 43,819)

１．医業費用 1,484,261 △ 23,585 1,460,676

( 43,886) (△ 863) ( 43,023)

１．給与費 857,151 △ 14,089 843,062 給　料 △ 14,089 医　師 　 5,546　減

( 969) ( 0) ( 969) 看護師 　 5,844　減

医療技術員 2,699　減

２．材料費 180,364 △ 11,056 169,308 診療材料費 △ 11,056 11,056　減

( 16,397) (△ 1,005) ( 15,392) 　 　 　

３．経　費 348,635 1,560 350,195 光熱水費 1,560 1,560　増

( 26,168) ( 142) ( 26,310) 　 　 　

　

２．医業外費用 21,454 87 21,541

( 5) ( 0) ( 5)
１．支払利息及び 11,073 87 11,160 企業債利息 87 企業債利息 87　増

　　企業債取扱諸費 ( 0) ( 0) ( 0) 　 　 　 　 　

診療材料費

（　　　）内は仮払消費税

　

款 項 目 既決予算額 補正予定額 計
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記

電気料
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